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地域協議会での質問・意見 

 
区
分 

区
名 

質問内容 回答内容 

計
画
の
位
置
付
け
、
考
え
方 

清
里 

・過去も過疎債を活用して事業を推進してきた
が、清里区に与える影響として大きくは変更ない
か。 

・過疎債を活用し、事業を推進していくという大
きな流れに変更はない。 

三
和 

・項目中、２移住・定住・地域間交流の促進、人
材育成・確保の（３）人材育成・確保について、
どのような捉え方で対処していけばよいのか。 

・人材育成・確保については、国の方で統一的に
設定したテーマの一つ。 
・それぞれの事業分野で今まで中心を担っていた
方が、後継者を確保することが難しくなってきた。 
・計画では、過疎地域で主力産業として大事にな
ってくる農業部分の記述を強化した。 

安
塚 

・現に市が取り組んでいる事業が記載されている
ように思う。どこが変わるのか。 

・現在の総合計画を踏まえて作成している。次期
総合計画策定後必要に応じ更新していく。 

浦
川
原 

・計画名称が自立促進から持続的発展に変わった
趣旨としてＳＤＧｓが関係しているか。 

・国の法律の名称がこのように変わって、国から
計画の名称も指定されているためである。 
・国の文書を見る限り、近年における過疎地域の
移住者の増加や、革新的な技術がでてきたこと、
また、情報通信技術を利用した働き方改革といっ
た新しい動きがあることから、過疎地域の課題解
決に資する動きを更に加速させるということが趣
旨に記載されていたので、ここに注意してほしい
という意味合いはあると思っている。 

柿
崎 

・総合計画と過疎計画の関係性は。 

・自治基本条例に基づく市の最上位計画である総
合計画の下に、交通、道路、教育など、各分野の
計画があるが、その各計画を分野横断的に横の軸
で位置付けられているのが過疎計画である。 

柿
崎 

・過疎計画のメリット、デメリットは。 

・メリットは有利な財源等を活用できるところに
ある。デメリットについては基本的にはないが、
過疎という名称をイメージ的に嫌がる方もいるか
もしれない。 

名
立 

・持続的発展という名称について、「発展」という
ところに違和感がある。「維持」が適切ではないか。 
・過疎地域の実態を直視していないのではない
か。地域のありようなどを示していない。 

・国の法律に基づき作成している計画である。人
口減少の中にあって、集落、地域を維持していく
という側面はあると思う。 

柿
崎 

・計画（案）全般について、各地域の優先順位は
違うと思われるが、地域の実態を調査した上で、
その計画を実行に移すのか。 

・計画（案）については、地域の実態を踏まえた
上で担当課や総合事務所が実施していく。 

過
疎
地
域
の
指
定 

吉
川 

・P2 の合併後に市全域が過疎地域として指定され
たとあるが、高田区等も含めて市全体か。 

・市町村合併後の平成 16年度から平成 20年度の
5 年間は特例として、上越市全域が過疎地域に指
定された。 

柿
崎 

・過疎地域になる要件等あるが、新法から過疎地
域でなくなったところはあるか。 

・県内では、柏崎市が財政力要件で今回から外れ
た。 
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区
分 

区
名 

質問内容 回答内容 

基
本
目
標 

安
塚 

・人口の目標値が低いのではないか。 
・将来推計人口に準じた値のような何もしなくて
も達成できる値を目標値としているのではない
か。 

・目標値は将来推計人口に準じた値としている
が、一生懸命取り組んでも R2 年の国勢調査で下振
れしており、簡単に達成出来る値ではない。 

牧 ・人口目標の値が高いのではないか。 
・人口推計の水準までの回復は実現しなければな
らない。推計水準を及第点とは思っていないが、
達成すべき目標を整理しながら取り組んでいる。 

牧 

・基本目標が 3 万 6千人という大きな目標に対し
て、幅をもたせて見ていかなければならないと思
う。その中で「何をどうするか」という細部も考
えていく必要がある。 

・どの施策をどの程度行えば目標設定が正しいの
か、正解が見出しにくいところである。そのよう
な中でも、推計値より下回ることがないよう進め
ていきたい。 

柿
崎 

・基本目標について、人口目標は非常に厳しいと
思うがどうか。 

・今後も過疎地域の持続的発展に資する移住・定
住・地域間交流の促進や産業の振興、地域文化の
振興などの総合的な取組を実施し、目標に設定し
た推計値以上を目指す。 

名
立 

・基本目標について、人口目標しか設定されてい
ない。基本方針と比べると人口目標の他にも指標
を設定しても良いのではないか。 

・基本目標については、国から示された構成とし
て人口目標が新たに設けられたものである。取組
の方向性については、「2 移住・定住・地域間交流
の促進、人材育成・確保」以降、分野ごとに現況
と問題点、その対策の中で、記載したところであ
る。今後も過疎地域の持続的発展に資する移住・
定住・地域間交流の促進や産業の振興、地域文化
の振興などの取組を総合的に実施し、人口目標の
達成を目指す。 
・他の指標については、今後の検討課題としたい。 

過
疎
債 

清
里 

・過疎債はどれくらい起債されているものか。 ・例年おおむね 7～8億円。 

清
里 ・償還期間は。 

・ものにより異なる。 
・7割が交付税で措置される。 

清
里 

・過疎債の残高は P15 に含まれるか。 ・含まれる。 

吉
川 

・復興債のような使い方にならないようにしてい
ただきたい。 

・過疎地域振興のための過疎債である。必要な事
業を十分見極めて、注意して事業執行に当たって
いきたい。 

吉
川 

・過疎債が有効に活用されているのか。少しでも
人口減少が緩やかになるような施策に活用いただ
きたい。 

・過疎債があるから事業を行うのではなく、本当
に必要な事業かどうか精査した中で事業を確定
し、その財源を検討する中で過疎債など有利な市
債が使えるものは使うという考えである。 

吉
川 

・令和 2 年度までの上越市公民館施設整備計画に
よる公民館分館の修繕に過疎債を使えば、修繕で
きた施設もあったのではないか。 
・吉川区の移住定住に使える事業に過疎債を充て
てほしい。 

・過疎債は、建物の新築や大規模な改修工事には
充当できるが、一般的な修繕には充当できない。 
・なお、吉川区には地域おこし協力隊員が 3 名お
られ、移住・定住等に向けた活動に取り組まれて
いる。 

安
塚 

・オーレンプラザの建設事業費に過疎債を充当し
ているのではないか。 

・オーレンプラザの建設事業費に過疎債は充当し
ていない。 

中
郷 

・今後の事業検討については、区総合事務所と必
要な事業を検討し、予算化されれば、財源として
過疎債が使えるというイメージでいいか。 

・まずは総合事務所と地域で中郷区として必要な
事業を検討してほしい。 

名
立 

・P78 以降の過疎地域持続的発展特別事業分とは
何か。 

・国から示された項目であり、具体的には過疎債
を充当するソフト事業を掲載している。 
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区
分 

区
名 

質問内容 回答内容 

個
別
別
事
業
に
関
す
る
こ
と 

三
和 

・P68「地域集落支援事業」は、三和区も該当か。 

・三和区は中山間地域として定義されていないた
め、この事業は該当しない。 
・三和区でも地域振興に係る相談があれば、当課
も総合事務所職員と対応し、国や県の事業活用等
を検討していく。 

三
和 

・P76「自然環境保全事業」とある。三和区ではオ
ニバスの保全に努めているが、この事業を活用で
きるか。 

・環境保全の取組は市としても進めているため、
個別に話をうかがい、事業活用が考えられるかど
うかも含めて一緒に考えていけるよう担当課に伝
える。 

三
和 

・空き家及び農地の荒廃への対策について明記し
てほしかった。 

・本市でも大きな課題であり、全国的な社会問題
であると認識している。担当課に伝え、引き続き
検討していく。 

三
和 

・里山、畑、森林の整備についてどうか。 
・次期総合計画の策定後、必要に応じて過疎計画
も更新していく。 

三
和 

・防災について記入してほしい。 
・防災については、過疎地域だけでなく、全市的
な取組となる。国土強靭化計画の中でも整理して
いる。 

吉
川 

・市の教育水準を高めてほしい。 
・また、学校が終わった後に過ごす場として、子
育てひろば等は重要である。 

・市としても、教育の振興や子育て環境の確保は
大変重要な取組と考えている。いただいた意見は
担当課に伝える。 

吉
川 

・P56 の一時預かり事業は、オーレンプラザで実
施されており、過疎地域ではない。過疎地域のた
めにならない事業も多いのではないか。 

・オーレンプラザは高田区にある施設だが、過疎
地域にお住いの方々を含め一時預かり事業をご利
用いただけることから、過疎地域にもかかわる事
業となっている。過疎地域だけで実施されている
事業は少ないので、市全域に展開している事業の
記載が多くなっている。 

安
塚 

・空き家について、半分以上倒壊して危険を及ぼ
しているような空き家が数多く存在しており、そ
のような空き家に対しての対策が計画には全く記
載されていない。 

・除却も視野に入れなければいけないのは市も同
様の認識を持っている。 
・所有者に除却も含めた適正な管理をお願いする
ことになるが、協力が得られないという実情もあ
る。担当課にも伝え、対策が事業化できるように
なった段階で本計画にも反映していく。 

安
塚 

・消火栓の使用について、消防署職員及び消防団
以外が使えなくなるのは初期消火に支障を来す。 

・消防団員が着用するような防具がない中で使用
するのは非常に危険であると聞いている。防災危
機管理部としては、まず消防団に再加入してもら
い、定期的な訓練や防具を備えて消火活動ができ
るような形で協力いただくという方法も考えられ
るという認識のようである。初期消火は重要なこ
とであるが、まずは生命の安全を確保するという
ことも非常に重要な部分であるので御理解いただ
きたい。いただいた意見については担当課に伝え
る。 

浦
川
原 

・地域の情報化の話であるが、これまで、浦川原
区と他地域との情報通信格差を感じることがあっ
た。今後、交換機を適正に配置し、ＮＴＴ等の民
間業者が 5Ｇを導入する際に支障のないようにし
てほしい。 

・導入する際に留意してほしいこととして、担当
課に伝える。 

牧 
・若いお母さん方との意見交換で「子育てジョイ
カード事業」の内容をもっと充実させてほしいと
意見があった。 

・意見としてうかがい、担当課に伝える。 
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区
分 

区
名 

質問内容 回答内容 

個
別
別
事
業
に
関
す
る
こ
と 

牧 
・地域おこし協力隊の 3 年後の独立支援の強化や
過疎地域を優遇するような子育て対策が必要であ
る。 

・今後の参考とする。 
・国では、昨年度から地域の雇用をつなぎ合わせ
て一つの通年の仕事とし、生計を立てられるだけ
の収入を保証していくために、国も市も補助金を
出す制度を立ち上げた。上越市内でもその制度を
活用して形にしていこうと取り組んでいる区もあ
る。自治・地域振興課としても、現地の総合事務
所と共に、できるだけ早く形となるように地域の
方々と進めている。これらの制度を活用しながら、
地域のためにできるようなことを進めていきた
い。 

牧 
・散在する山村において、下水道整備が良いのか、
合併浄化槽設置が良いのか、財政面も考慮して考
えていかなければならない。 

・下水道について、市街地以外は農業集落排水又
は浄化槽で進めるよう整理している。必要な投資
はすべきだが、将来の大きな負担になることなど
注意して進める必要がある。 

板
倉 

・妙高市では、移住者向けに土地の取得の補助な
どがあるが、上越市ではそのような取組はないの
か。 

・この計画では今の時点で実施している事業を列
挙している。また新しいニーズ等は意見として参
考にさせていただく。 

板
倉 

・消防団組織が広域的な運営を始めているが、日
常生活の中で災害時や緊急避難時に、広域的に隣
接する集落の関係を深めていく方策も必要ではな
いかと思う。 

・防災士についての事業も計画に記載している
が、広域的な取組を強調するということであれば、
担当課に伝える。 

大
島 

・地域おこし協力隊も含めて、移住者を増やす施
策を重点的に取り組んでいくべきであると思うが
どうか。 

・地域にとって協力隊が必要かを地域の皆さんに
考えてもらい、地域と協議しながら計画するとい
う流れで配置している。 
・今後も協力隊の配置をしてほしいという声があ
れば、一緒になって検討していく。 
・移住を促進するためには、特定の施策というよ
りも上越市全体の魅力を発信していくことが必要
であり、過疎地域を持続していくためには関連す
る全ての政策分野の取組が必要ということで、計
画（案）は関連する全ての政策分野について搭載
した。 

柿
崎 

・移住・定住については、「上越市ふるさと暮らし
支援センター」において情報発信や相談対応等を
行っているが、町内会や商工会にも移住相談が来
ているので連携しながら進めてほしい。 

・町内会や商工会とも連携して進めていく。 

吉
川 

・市民の声アンケートで、「(6)老後も安心して生
活ができる」という項目や、教育関連の項目の肯
定的な回答率が低い。社会教育が十分でないので
はないか。 
・「(27)情報提供」についても半分を下回ってお
り、市の十分な説明が足りず、届いていないので
はないか。 

・市民の声アンケートは、第 6 次総合計画の策定
に当たり実施したものである。いただいた意見に
ついては担当課に伝える。 
・各種事業は毎年度の予算編成時に各地域の課題
や地域の声を斟酌して検討し、市全体の中で調整
し予算案をとりまとめ、市議会でご審議いただき
議決を経て事業実施に当たっている。 

名
立 

・P41 バス路線がある地域でも、地域の高齢化等
により、公共交通を利用することが困難になるな
ど、移動手段を確保できない地域がある。地域を
限定せずに支援策を検討してほしい。 

・意見は担当課に伝える。名立区総合事務所とし
ても移動手段の確保については、地域の課題と考
えているので、地域と一緒になって検討していき
たい。 

名
立 

・市として、地方創生テレワーク交付金は利用し
ているのか。 

・担当課に伝え、別途回答する。 

名
立 

・半農半Ｘの取組として、シェア畑等の取組が必
要だと思う。 

・担当課に伝え、別途回答する。 
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区
分 

区
名 

質問内容 回答内容 

個
別
事
業
に
関
す
る
こ
と 

名
立 

・学校給食を、完全米飯給食にして地元産のお米
の消費拡大に寄与できないか。 

・担当課に伝え、別途回答する。 

名
立 

・ごみの減量化の視点から、一定の条件を設けた
上で、禁止されている野焼きを許可することはで
きないか。 

・野焼きの禁止については、地球環境の保全とい
う狙いもあるかと思うが、担当課に伝え、別途回
答する。 

名
立 

・公共施設の解体について、解体後の土地の管理
はどのように行っていくのか。 

・担当課に伝え、別途回答する。 

名
立 

・労災病院の内科医がいないと聞いた。今後の医
師確保の取組は。 

・担当課に伝え、別途回答する。 

名
立 

・若年層のスポーツ人口が減少する中にあって、
地域によっては、地域活動支援事業を使って学校
の部活動の備品を購入している。本来は学校が用
意するものだと思う。予算化はできないか。 

・担当課に伝え、別途回答する。 

名
立 

・地域協議会、地域活動支援事業については、市
長が変わっても継続されるのか。また、協議会委
員の研修時間が少ない、地域協議会に実行部隊が
ないなど、上越市の住民自治についてもう少し検
討してほしい。 
・地域活動支援事業について、区ごとで基準が異
なっている。 

・地域協議会の運営については、継続に向けて検
証作業を進めており、現在、市議会からも令和 4
年 4 月に提言をいただく予定としている。今後、
令和 6 年の委員の募集の前までに方向性を出した
いと考えている。 
・地域活動支援事業については、区ごとの支援事
業にかかる審査基準の違いを否定するものではな
いと認識している。 

名
立 

・中山間地域振興作物生産拡大事業補助金におい
て、水稲の作付が困難になった農地にヨモギを作
付けした場合も対象となるのか。 

・担当課に伝え、別途回答する。 

名
立 

・中山間地域等直接支払制度について、5 年ごと
に見直しがあるが、その期間を短くすることはで
きないか。 

・5 年という期間が長いという声があることは承
知している。4 期、5期対策においては、条件を緩
やかにしている部分もある。 
・担当課に伝え、別途回答する。 

柿
崎 

・柿崎区地域協議会の自主的審議委員会「柿崎空
き家活かそうプロジェクト」で「柿崎」の特性を
活かした空き家の活用を検討している。過疎地域
持続的発展特別事業を活用し連携を図りたいと考
えるが、今後、実態に応じて事業の追加は検討い
ただけるか。 

・当市の過疎計画に事業を追加することは可能で
ある。地域協議会で検討いただいている案件の具
体化に向け、総合事務所や関係課にお声がけいた
だき、地域課題の解決につなげていければ、と考
えている。 

柿
崎 

・鳥獣被害対策防止対策事業について、上越市鳥
獣被害防止対策協議会が行う事業を支援するとあ
るが、過去に被害に対し、支援を求めた際、農家
組合を経由してほしいとの返答であった。農家組
合に所属していない農家農地に対しての対応はど
うなるか。 

・市やＪＡえちご上越、ＮＯＳＡＩ新潟県などで
構成する上越市鳥獣被害防止対策協議会では、農
林水産業の被害防止と発展の観点から、「農業を生
業としている農業者や販売を目的として作物を作
付けしている農地」に加え、原則、3 戸以上の農業
者で組織する団体（町内会、農家組合、生産者組
織等）を対象に、電気柵の設置支援を始めとした
被害防止事業を行っているが、1 戸の農業者であ
っても対象となる場合があることから、状況に応
じて個別に対応している。 
・市民や個別農家から、相談や被害があった場合
は、必要に応じて有効な対策等を助言するととも
に、猟友会に情報提供し、有害鳥獣捕獲活動の参
考とするなどの対応もあわせて行っている。 
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区
分 

区
名 

質問内容 回答内容 

個
別
事
業
に
関
す
る
こ
と 

柿
崎 

・一時預かり事業について「オーレンプラザこど
もセンター内において、保護者が就労や疾病等の
理由により、家庭での保育が一時的に困難になっ
た児童の保育を行う。」と、あるが、13 区内のこど
もに対する対策をどう考えているか。 

・13区においては、保育園内にて「一時預かり事
業」や「子育てひろば」を実施している。 
・市内の居住地域に関わらず、「オーレンプラザこ
どもセンター」は利用可能であり、市内一円から
利用いただいている。 
・引き続き、「こどもセンター」を核に、子どもの
遊び場や保護者の交流の場のほか、一時保育機能
を担うよう運営し、安心して子育てできる環境づ
くりを推進していく。 

地
域
ご
と
の
計
画 

中
郷 

・本計画に基づく、中郷区における具体的な今後
の動きや取組の中身が見えない。 

・過疎計画は、過疎地域全体の発展に向けたもの
であり、関連する政策を掲載するとともに、過疎
債などの有利な財源を活用するためにも必要なこ
とから、本文はできるだけ幅広く事業の実施を読
み込めるような書きぶりにしいる。 

名
立 

・総合計画の中に地区計画がみえていない。地域
の実情にあわせた活性化の視点を入れるべきであ
る。 

・本計画は、過疎地域全体の発展に向けた計画と
しており、地区別計画を策定する考えはない。 

名
立 

・全体計画ではなく、地域の意見をとりまとめた
計画にすべきである。 
・過疎計画を維持するのは理解するが、我々の気
持ちをどの程度みてくれているのか実感として湧
いてこない。 
・ほとんどの区が過疎地であり、むしろこちらの
方が普遍的な視点となる。一つでも二つでも我々
に関わるものが計画にみえるところから全体計画
を作っていってほしい。 

・過疎計画については、総合事務所でまとめた各
区の現状と課題との整合を図っている。 

策
定
ま
で
の
流
れ 

吉
川 

・これまでの過疎計画策定の際は、地域協議会に
諮問していたのか。 

・前回計画の際は平成 27年 12月に諮問している。 

吉
川 

・この計画案をこのスケジュールで行うのはいか
がなものか。 

・4 月 1 日付で総務省の通知があり、その後の説
明会を経て準備を進めてきた。地域協議会への諮
問、答申、所管事務調査、パブリックコメントを
行う期間を踏まえて、12 月定例会での提案とし
た。起債の時期も考慮すると、このスケジュール
で実施せざるを得なかった。ご理解いただきたい。 

吉
川 

・このような計画を検討する際は地域のみなさん
とやり取りできる十分な時間をいただきたい。 

・今後の参考とする。 

そ
の
他 

三
和 

・地域名など明記してはどうか。 
・地域名を書くことで、書いていない地域で実施
できないようにも取れるため、幅広くとれるよう
に地域名は明記していない。 

板
倉 

・事業計画には、補助金として「一部補助」とい
った記載が多く見受けられる。計画段階だと思う
が詳細が分かりにくく今後に期待したい。 

・補助事業は現在実施している事業である。必要
に応じて対応していきたい。 

板
倉 

・旧高田市内や旧直江津市内に行政支援が偏って
いるように感じる。市としてそのような方針があ
るのか。 

・政策的に誘導はしていない。市の総合計画では、
地域別ではなく、交通や福祉など分野ごとでまち
づくりを考えている。 

板
倉 

・中山間地の魅力が見直されているがどのように
考えるか。 

・コロナの状況の中、中山間地の注目度も上がり
つつあり、情報発信に取り組んでいく。 
・また、地域の求めに応じて地域おこし協力隊も
導入していく。 
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区
分 

区
名 

質問内容 回答内容 

そ
の
他 

大
島 

・計画の見直しを定期的に行う予定か。 
・上越市第７次総合計画や次期財政計画等の策定
を踏まえ、計画の見直しをする予定である。 

名
立 

・昭和 45年から過疎対策が行われてきたが、うま
くいっていないことに対して分析しているのか。 

・全国的にも人口減少は進んできているが、それ
をもって各種取組がうまくいっていないという認
識はない。 

名
立 

・市長選があるが影響はないか。 

・今後、新しい市長の下、来年度に次期総合計画
や財政計画の策定を予定しており、その内容を反
映する形で必要に応じて改定することが見込まれ
ている。次期総合計画で地区別計画が策定された
場合には、過疎計画も見直す場合がある。 

名
立 

・後日、委員から質問が出た場合は総合事務所を
通じてつなぎたいと思うが、回答に協力いただき
たい。 

・承知した。 

名
立 

・人口減少が進む中にあって、計画は、法律の関
係もあり「持続的発展」と表現されているが、実
態としては、「持続可能」や「維持」という状態だ
と思うので、そのニュアンスを表すことは出来な
いか。 

・今後のパブリックコメント等を踏まえ、全体の
バランスを見ながら検討したい。 

名
立 

・計画にある都市部と過疎地域の共生・互恵の関
係については、他の都市部の計画等にも掲載され
ているのか。 

・他の全市的な計画においても、都市部と過疎地
域の共生・互恵の関係は、意識し策定されている
ものと思われる。 

名
立 

・P3 平成の合併により、「都市部と過疎地域を同
時に抱えることとなった」と表記されているが、
「抱える」では迷惑な地域と感じる。共存や混在
に表現を変えることはできないか。 

・意図は、買い物、学校、仕事など、生活の実態
からして、両地域が共生、互恵の関係にあるとい
うことなので、誤解を生まないよう、今後のパブ
リックコメント等を踏まえ、全体のバランスを見
ながら検討したい。 

名
立 

・これまでの過疎地域振興の取組について、その
反省をまとめた文書等はあるか。 

・これまでの取組の反省をまとめた文書等はな
い。暮らす人にとっての生活環境の維持、改善に
寄与したと考えている。 

柿
崎 

・過疎対策の事業内容について、どの地域にどん
な事業を実施したのか。その事業費はどれくらい
か。 

・これまでの過疎法では、安塚区、浦川原区、大
島区、牧区、吉川区、板倉区、清里区、三和区、
名立区の 9区が過疎地域として指定され、例えば、
道路整備、基盤整備、除雪機械の整備、小中学校
の改修や観光施設の管理運営、診療所の開設、ス
クールバス等の運行など計画に登載した各種政策
分野におけるハード事業及びソフト事業に取り組
み、過疎地域における市民生活の維持、向上を図
ってきた。 
・直近の平成 28 年度から令和 2 年度の旧過疎計
画の登載事業全体では、5 年間で約 308 億円の実
績額である。 

 


